












STUDY ON UNIQUE CITY PLANNING 








Many local governments are now facing severe population decline and decrease in vitality. Regional 
comprehensive strategies have been formulated and implemented in various local governments for 
regional revitalization by taking aforementioned background into account. It is important for each local 
government to understand their local identities and strengths in comparison with other local governments 
in the country. Therefore, the study has conducted DEA (Data Envelopment Analysis) to find out 
frontrunners in unique city planning so as to support local governments’ evidence-based policy making 
(EBPM). 







地方創生の背景として、日本創生会議が 2014 年 5 月に日
本の総人口の将来推計を発表し、現状のまま特段の対策
がとられなかった場合、2040 年までに 896 自治体が「消
滅可能性都市」に陥るとされ、人口減少による我が国の衰
退が危惧されたことが挙げられる［1］。この状況を打開













2030 アジェンダの採択を受けて、政府は 2016 年 5 月
に「持続可能な開発目標（SDGs）推進本部」を設置し、

































向けた取組を推進する上で重要な TBL（Triple Bottom 























DEA は、複数の同質な組織や個人を DMU（Decision 
Making Unit：意思決定主体）と呼び、入力変数と出力変
数に各 DMU に最適な重みを付け、入力と出力の比（効率
値）の最大値が 1 になるよう制限して、DMU の効率性を
相対的に評価する手法である。以下の最適化問題を DMU
毎に解くことにより、各 DMU に対して最適な重みを全
変数に与える。本研究における DMU は自治体となる。 
 
 目的関数 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚θ = 𝑢𝑢1𝑦𝑦1j + 𝑢𝑢2𝑦𝑦2j + ･･･ + 𝑢𝑢s𝑦𝑦𝑠𝑠j
𝑣𝑣1𝑚𝑚1j + 𝑣𝑣2𝑚𝑚2j + ･･･ + 𝑣𝑣m𝑚𝑚𝑚𝑚j 
 
𝑢𝑢1𝑦𝑦1j + 𝑢𝑢2𝑦𝑦2j + ･･･ + 𝑢𝑢s𝑦𝑦𝑠𝑠j
𝑣𝑣1𝑚𝑚1j + 𝑣𝑣2𝑚𝑚2j + ･･･ + 𝑣𝑣m𝑚𝑚𝑚𝑚j ≦ 1 
（ j = 1, 2, ･･･n） 
 











2018 年 12 月 1 日時点に存在する 1,741 自治体とした。
2012 年に公開された CASBEE-都市は、2010 年の公開統
計情報をもとに指標が設定されているため、指標の収集
年度は国勢調査が実施され、様々な統計データが揃う最



























































治体は、2018 年 12 月 1 日時点に存在する 1,741 自治体
とした。指標の収集年度は、国勢調査が実施され、様々な
統計データが揃う 2015 年とした。表 3 に DEA に用いた
自治体 SDGs 指標を示す。DEA を実施する際、入力には
全自治体共通で 1、出力には自治体 SDGs 指標の Goal 単
位における各自治体のスコア（計 17 個）を用いた。 
a ）全国基礎自治体の効率値 
本分析結果では、全国基礎自治体 1,741 の中の 758 自治
体が各項目の重み付けの配分次第では、どの自治体より
も優れた特徴を持つ自治体（効率値が 1）として出力され






























示唆される。自治体 SDGs 指標のゴール 8 の指標は失業
率により構成され、人口の少ない自治体ほど失業率が他
の自治体と比較して低く、良いスコアを得ていることが
































2)United Nations：Transforming our world: the 2030 Agenda 









表 1 本研究で用いた CASBEE-都市の指標 



















Q1.1 自然保全 Q 1.1.1 自然的土地比率 (林野面積+主要湖沼面積)／総面積 
Q 1.2 環境質 Q 1.2.1 大気質 
光化学オキシダント（平均値）の 
昼間 1 時間値が 0.12ppm 以上であった日数 
Q 1.2.2 水質 河川 BOD の日間平均値の 75%値 
Q 1.3 資源循環 Q 1.3.1 一般廃棄物のリサイクル率 ごみのリサイクル率 
Q 1.4  
CO2 吸収源対策 
Q 1.4.1  
森林による CO2 吸収源対策 森林面積×吸収原単位／補正人口 
Q2  
社会 
Q 2.1  
生活環境 
Q 2.1.1 住居水準充実度 1 住宅あたり延べ床面積 
Q 2.1.2 交通安全性 交通事故発生件数／補正人口 
Q 2.1.3 防犯性 刑法犯認知件数／補正人口 
Q 2.1.4 災害対応度 二次医療圏内の災害拠点病院数／二次医療圏域内人口 
Q 2.2  
社会 
サービス 
Q 2.2.1 教育サービス充実度 小中学校児童数／小中学校教員数 
Q 2.2.2 文化サービス充実度 (公民館数＋図書館数)／総面積 
Q 2.2.3 医療サービス充実度 医師数／補正人口 
Q 2.2.4 保育サービス充実度 保育所数／5 歳未満人口 
Q 2.2.5 高齢者サービス充実度 介護老人福祉施設数／65 歳以上人口 
Q 2.3  
社会活力 
Q 2.3.1 人口自然増減率 (出生数－死亡数)／総人口 
Q 2.3.2 人口社会増減率 (転入者数－転出者数)／総人口 
Q3  
経済 
Q 3.1  
産業力 
Q 3.1.1  
1 人当たり GRP 相当額 
(農業産出額＋製造品出荷額等 
＋商業年間商品販売額)／補正人口 
Q 3.2  
財政基盤力 
Q 3.2.1 地方税収入額 地方税／補正人口 
Q 3.2.2 地方債残高 公債費比率 
 
表 2 効率値が 1の自治体と各項目の重みの値 
都道府県名 市区町村名 効率値 Q1（環境）の重み Q2（社会）の重み Q3（経済）の重み 他の自治体に 
目標とされた数 
北海道 猿払村 1 0.283  0.640  0.077  615 
北海道 鹿追町 1 0.187  0.660  0.153  247 
青森県 六ヶ所村 1 0.451  0.132  0.416  915 
栃木県 日光市 1 0.545  0.000  0.455  136 
東京都 青ヶ島村 1 0.095  0.747  0.159  55 
東京都 小笠原村 1 0.223  0.777  0.000  189 
山梨県 忍野村 1 0.000  0.746  0.254  626 
山梨県 鳴沢村 1 0.464  0.000  0.536  51 
岐阜県 高山市 1 0.529  0.151  0.320  310 
愛知県 飛島村 1 0.000  0.000  1.000  451 
広島県 北広島町 1 0.392  0.475  0.133  413 
徳島県 那賀町 1 1.000  0.000  0.000  390 
 
表 3 本研究で用いた自治体 SDGs指標 
LI 指標 LI 指標 LI 指標 
LI1.1.1 
LI1.2.1 相対的貧困世帯割合 LI4.a.1.4 小中学校当たりの小中学校のトイレ数 LI11.6.1 廃棄物の最終処分割合 
LI1.4.2 空き家率 LI5.5.2 役員の女性の割合 LI11.6.2.1 微小粒子状物質(PM2.5) 年平均値 
LI1.5.2 災害復旧費割合 LI5.a.1 農業に従事している女性の割合 LI11.6.2.2 
光化学オキシダント（Ox）濃度の昼間 
1 時間値が 0.12ppm 以上であった日数 
LI1.a.1 生活保護費割合 LI6.3.1 下水道処理人口普及率 LI11.6.2.3 窒素酸化物（NOx）年平均値（ppm） 
LI1.a.2.1 衛生費割合 LI6.a.1 人口当たりの下水道費 LI11.6.2.4 二酸化硫黄（SO2）年平均値（ppm） 
LI1.a.2.2 教育費割合 LI8.5.2 失業率 LI11.7.1.1 面積当たりの図書館数、公民館数 
LI1.a.2.3 （衛生費+教育費+生活保護費）割合 LI9.1.1 舗装道路割合 LI11.7.1.2 面積当たりの図書館面積、公民館面積 
LI2.3.1.1 農業就業人口当たりの農業産出額 LI9.2.1.2 人口当たりの製造業粗付加価値額 LI11.7.1.3 人口当たりの公園数 
LI2.4.1 農業就業人口当たりの耕地面積 LI9.2.2 製造業労働者割合 LI11.7.1.4 人口当たりの公園面積 




LI3.2.2 新生児死亡率 LI9.a.1 土木費割合 LI12.4.2 有害廃棄物割合 
LI3.4.1 心血管疾患、癌、糖尿病の死亡率 LI10.2.1 相対的貧困世帯割合 LI12.5.1 リサイクル率 
LI3.4.2 自殺率 LI10.5.1 財政力指数 LI14.4.1 漁獲量及び養殖収穫量増減率 
LI3.6.1 道路交通事故による死亡率 LI11.3.1.1 人口増減 LI15.1.1 森林面積割合 
LI3.b.3 人口当たりの一般病院数 LI11.3.1.2 人口自然増減 LI15.3.1 耕作放棄地面積割合 




































Goal6（水・衛生） Goal8（雇用） Goal9（イノベーション） Goal10（不平等） Goal11（都市）
Goal12（生産・消費） Goal14（海洋資源） Goal15（陸上資源） Goal16（平和） Goal17（パートナーシップ）
Goal3（保健） Goal4（教育） Goal5（ジェンダー）Goal2（飢餓）Goal1（貧困）












図 1 トリプルボトムラインにおける 
まちづくりの際に重視すべき観点 
図 2 SDGsの 17ゴールにおける 
まちづくりの際に重視すべき観点 
